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②
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②

事業種類

事業期間
庁舎耐震診断委託事業評価対象事業名称

コード

記入日

 （対象2）

庁舎

H25.11.5

新規事業評価表【事前評価】

 （対象1）

行財政の効率化の推進

活動指標

作成年度

（活動指標名称）

 事務事業名称

 対象：誰、何を対象にしているのか

総合計画の位置付け

 対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか

29年度

課ｺｰﾄﾞ 120

25

～

601040102

26

平成

年度

課　名

30年度

内

訳

 人件費　B

25年度

 （対象指標2）

成果指標

公共施設の有効活用

庁舎管理事務費

 （対象指標1） 5棟

平成26年度
診断実施棟数

÷診断計画棟数

 細目ｺｰﾄﾞ

行政サービスの

向上及び安全性

の確保

－

（成果指標名称） （成果指標数値） （指標積算根拠）

財産管理課

課長名 松竹　清

－平成平成

荒木　建就担当者

単年度事業

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 6  款ｺｰﾄﾞ 2

年度

年度

1

 政策名称

 施策名称

参加と行政による協働のまちづくり

 基本事業ｺｰﾄﾞ 60104  目ｺｰﾄﾞ 6

 施策ｺｰﾄﾞ 601  項ｺｰﾄﾞ

 基本事業名称

724

 関連計画 新上五島町耐震改修促進計画 法令・条例規則等 耐震改修促進法

 事務事業ｺｰﾄﾞ 6010401

 成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

5棟

・本庁本館及び４支所は、建築されて30年以上経過し、屋根、外壁、設備等老朽化

が著しい。行政の拠点である庁舎の適正な維持管理のため、耐震診断（二次診断）

を実施し、その結果を踏まえ、補強設計及び大規模改修等を実施するものである。

　→本庁本館 S51年建築（37年経過）、若松支所 S49年建築（39年経過）、

　　新魚目支所 S54年建築（34年経過）、有川支所 S55年建築（33年経過）、

　　奈良尾支所 S30年建築（55年経過）

（活動指標数値） （指標積算根拠）

① 耐震診断棟数

（目標達成年度）

単位
全体計画

31年度以降

平成26年度以降・庁舎は防災上重要な防災拠点施設であるが、昭和５６年新耐震基準施行以前に建

築されている。耐震診断を行い、その結果に基づき計画的に補強工事等を実施し、

行政サービスの向上と安全性の確保を図る。

－

26年度

棟 5 5

27年度 28年度

 総事業費 C（A+B） 千円 12,200 12,200

 直接事業費 A 千円 11,500 11,500

C

の

財

源

内

訳

国補助金 千円 3,800 3,800

県補助金 千円

起　　債 千円

一般財源 千円 8,400

そ の 他 千円

8,400

千円 700 700

7,000

人 0.1 0.1

人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

従事職員数

7,000 7,000

②

①

②

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

 

必要最低限の経費であり削減できない。

受益者負担はない。

単一の事業であり整理統合はできない。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容評価項目

新上五島町耐震改修促進計画に基づいて実施するものであり、耐震診断の義務付けの対象となる公益上必要な建築物であるので

必要である。

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

2次評価

3次評価

住民等の意見

町 の 対 応

町有建築物については、庁舎等の防災拠点施設等について、法の趣旨を踏まえ、計画的に耐震化を実施することが必要であると

判断する。耐震診断の結果を踏まえ、優先度や事業費等を勘案し、計画的に耐震化事業を実施していくこと。

  

 

耐震診断の義務付けの対象となる公益上必要な建築物であるので適切である。

町の施設であるので必要がある。

安全性が確保されない。また、町有建築物の耐震化目標を達成できない。

・事業の緊急性・必要性

はありますか。

・事業を行わない場合の

影響はありますか。

・事業費を削減できませ

んか。（費用対効果）

1

次

評

価

601040102ｺｰﾄﾞ

  

・事業の対象・目的は適

切ですか。

・町が税金を投入して行

う必要がありますか。

・受益者負担は適正です

か。

・類似事業との整理統合

はできませんか。

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する
事

業

の

方

向

性

1次 2次 3次

 事業費を減額して事業を実施する

計画どおりに事業を実施する

  当分の間は実施しない

類似事業と整理統合して実施する

実施期間を見直して事業を実施する

事業内容を見直して事業を実施する

  ●

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

●

 次年度以降に計画を見直して実施する   

評価（CHECK） 


